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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第22期

前第２四半期
連結累計期間

第23期
当第２四半期
連結累計期間

第22期
前第２四半期
連結会計期間

第23期
当第２四半期
連結会計期間

第22期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
７月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

営業収益 (百万円) 634,952591,033 326,861308,6071,275,308

経常利益 (百万円) 57,013 27,577 29,740 19,853 94,850

四半期(当期)純利益 (百万円) 33,386 17,125 17,233 12,975 54,529

純資産額 (百万円) ― ― 690,799699,837689,602

総資産額 (百万円) ― ― 2,455,8162,520,0152,461,889

１株当たり純資産額 (円) ― ― 334,302.24344,638.46339,113.24

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16,853.708,844.128,702.216,700.9127,729.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 26.7 26.5 26.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 76,126 71,452 ― ― 178,840

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △74,855△122,127 ― ― △172,651

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,716 56,853 ― ― △10,185

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 51,168 49,563 41,184

従業員数 (人) ― ― 45,375 46,423 45,240

 
(注) 1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

2.　営業収益には、消費税等は含んでおりません。

　　 3.　１株当たり純資産額及び１株当たり四半期（当期）純利益金額については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示し
ております。

4.　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

　　なお、主要な関係会社については、その他事業である㈱駅レンタカー中国が平成21年７月１日に㈱駅レンタカー関

西と合併して消滅し、存続会社の㈱駅レンタカー関西はＪＲ西日本レンタカー＆リース㈱に社名を変更しており

ます。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、その他事業である㈱駅レンタカー中国が平成21年７月１日に㈱駅レンタ

カー関西と合併して消滅し、存続会社の㈱駅レンタカー関西はＪＲ西日本レンタカー＆リース㈱に社名を変更し

ております。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(人) 46,423 (11,583)

(注) 従業員数は就業人員数であり、括弧書は外数で臨時従業員の当第２四半期連結会計期間平均雇用人員数であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(人) 26,594(2,401)

(注) 従業員数は就業人員数であり、括弧書は外数で臨時従業員の当第２四半期会計期間平均雇用人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの大多数は、受注生産形態を取らない業態であります。

　このため、生産、受注及び販売の状況については、「４.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。

 

２ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりであります。

(8)　主要なプロジェクトについて

①　おおさか東線

ア．経緯と現状

・　昭和56年４月　 日本国有鉄道法に基づき運輸大臣認可がなされた。

・　昭和62年４月　 西日本旅客鉄道株式会社発足により、上記認可を承継した。

・　平成８年５月　 平成８年度政府予算において、「幹線鉄道等活性化事業費補助」の対象事業として承認

を受けた。

・　平成８年11月　 第三セクター「大阪外環状鉄道株式会社」が設立された。

・　平成８年12月　 西日本旅客鉄道株式会社が第二種鉄道事業、大阪外環状鉄道株式会社が第三種鉄道事業

免許を取得した。

・　平成11年２月　 工事の施行の認可(都島～久宝寺間)を受けた。

・　平成14年12月　 工事の施行の認可(新大阪～都島間)を受けた。

・　平成17年２月　 工事完成期限の延長の認可(新大阪～久宝寺間)を受けた。

・　平成19年８月　 路線名・駅名（平成20年春開業の５駅）を決定した。

・　平成20年３月　 放出～久宝寺間が開業した。

・　平成21年９月　工事完成期限の延長の認可（新大阪～放出間）を受けた。

イ．計画の概要

(ア) 建設主体　　　大阪外環状鉄道株式会社(第三種鉄道事業者)

(イ) 運営主体　　　西日本旅客鉄道株式会社(第二種鉄道事業者)

(ウ) 予定する路線　起点　東海道本線　新大阪駅

終点　関西本線　　久宝寺駅

延長　20.3㎞

(エ) 駅数　　　　　13駅(新大阪、久宝寺駅を含む。)

(オ) 総建設費　　　約1,200億円 

(カ) 建設計画　　　平成９年度～平成30年度（注）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （放出～久宝寺間は平成19年度完成）

　　　　＜後略＞
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(12) コンプライアンスについて

当社においては、事業活動を営むうえで、会社法、金融商品取引法、独占禁止法、個人情報の保護に関する

法律など一般に適用される法令の他に、鉄道事業法など業態ごとに適用される法令、さらには事業種別に応

じて規制当局の監督を受けています。これらの法的規制等に違反したり、規制当局からの調査対象となるこ

とによって、また、場合によっては何らかの処分を受けた場合、当社グループの社会的な信用低下を招き、加

えて対策費用が発生する恐れがあり、かかる事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。　

当社としては、法令遵守にとどまらず、「コンプライアンス委員会」において、コンプライアンスに係る

リスクの把握と、必要な対応策の策定、各種教育、啓発活動の推進に努めるとともに、コンプライアンスに関

する相談・連絡の窓口として「倫理相談室」及び「公益通報窓口」を設置しております。　

しかしながら、平成21年９月28日に福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程

で発生したコンプライアンス上の重大な問題に対して、国土交通大臣から実態調査を行うとともに、調査結

果を踏まえた再発防止策等の改善措置を講じて報告するよう命令を受けました。

当社としては、社外有識者からなる「コンプライアンス特別委員会」を設置し、同委員会の調査結果等を

踏まえた対策を講じ、再発防止に全力で取り組むとともに、引き続きコンプライアンス体制の強化に努めて

まいります。

 

（注）変更箇所は＿線で示しております。　

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約の締結、重要な変更及び解約はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 全般の状況

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超えるお

客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「ご遺族の皆様

をはじめ被害に遭われた方々への精一杯の対応」、「安全性向上に向けた取り組み」、「企業文化・風土の変革

の推進」を「経営の三本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。また、平成19年６月に公表された航空・

鉄道事故調査委員会の福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報告書を厳粛に受け止め、「建議」「所見」をは

じめとする様々なご指摘に対して真摯に、かつ速やかに対処すべく、改善に取り組んでまいりました。

当事業年度には、「福知山線列車事故追悼慰霊式」のほか、本年８月に福知山線列車事故と事故後の対応等に

関する「ご説明会」を開催するなど、引き続き被害に遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。ま

た、この事故を踏まえ、「安全で安心できる社会づくり」に寄与していくため、本年４月に「ＪＲ西日本あんし

ん社会財団」を設立しました。

さらに、平成18年３月に制定した「企業理念」及び「安全憲章」のもと、「安全を最優先する企業風土」を構

築し、更なる安全性向上、お客様からの信頼回復、そしてこれらを基盤とした将来に亘る持続的な発展を図るべ

く、昨年５月に策定した「グループ中期経営計画」に取り組んでまいりました。とりわけ、最大の課題である安

全性の向上については、「安全基本計画」を「グループ中期経営計画」の根幹と位置づけ、「お客様の死傷事故

ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」に向けて、リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの確

立等に取り組んでまいりました。

また、変革の推進については、社外の有識者からなる「変革推進会議」からのご提言を踏まえ、意識面や業務

運営全般にわたり、その取り組みを進めてまいりました。

本年６月には、安全基本計画を着実に推進するための体制を整備するとともに、安全を支える技術力の向上を

着実に推進するため「技術理事」を新設するなど、経営基盤の一層の強化を図りました。また、福知山線列車事

故に係る神戸地方検察庁による処分の結果を真摯に受け止め、本年８月に経営体制を新たにしました。さらに、

「経営の三本柱」の取り組みを統合的に強く推進する体制としました。

なお、福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程で発生したコンプライアンス上の

重大な問題に対して、10月２日に社外有識者からなる「コンプライアンス特別委員会」を設置し、事実関係の調

査を行うとともに、再発防止に全力で取り組むこととしました。

 

(2) 業績の状況

当第２四半期については、国内経済の深刻な低迷に加え、高速道路の大幅な割引や新型インフルエンザの流行

等、経営を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあります。このような状況の中、上記「(1)　全般の状況」に記載

の取り組みのとおり、当社としては、中長期的な企業価値向上を目指し、基幹事業である鉄道事業において安全

性の向上に全力で取り組むとともに、その他のグループ事業を含め、各事業の特性を活かした様々な施策の展開

及び保有資産の有効活用等、線区価値の向上に取り組んでまいりました。また、旅行需要を喚起するための各種

の営業施策を展開し、収益の確保に取り組んだほか、本年３月に設置した「経営改善実施本部」のもと、事業運

営全般にわたる業務の仕組みの見直しを行い、経営体質の強化を図ってまいりました。

しかしながら、当第２四半期の連結ベースの営業収益は、前年同期比5.6％減の3,086億円となりました。また、

営業利益は同25.0％減の282億円、経常利益は同33.2％減の198億円、法人税等を控除した四半期純利益は同

24.7％減の129億円となりました。
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①　運輸業

鉄道事業においては、鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して、引き続

き改善に取り組んでまいりました。さらに、昨年４月に策定した「安全基本計画」のもと「お客様の死傷事故ゼ

ロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」へ向け、リスクアセスメントの取り組みを進めるとともに、その

定着を図ってまいりました。また、引き続き役員等と現場社員が直接意見交換する場である「安全ミーティン

グ」の開催等の取り組みを進めてまいりました。設備面では、ＡＴＳ－Ｐ形の拡充をはじめ、踏切設備の保安度

向上、高架橋柱の耐震補強工事等に取り組みました。さらに、事故の重大性を将来にわたって重く受け止め、事故

の教訓を体系的に学ぶために設置した「鉄道安全考動館」における研修については、新たにグループ会社社員

にも対象を広げて進めてまいりました。このほか、事故発生時のお客様救護と対応能力向上を図るため、各種訓

練を実施しました。

次に、輸送面については、山陽新幹線において夏季多客期間及び秋の大型連休期間(９月18日～９月27日)に臨

時「のぞみ」を増発したほか、在来線では特急「サンダーバード」への新製車両の投入を行うなど、利便性の向

上に努めました。

営業面については、本年８月に山陽新幹線におけるＥＸ－ＩＣサービスを開始し、利便性の向上を図るととも

に、山陽新幹線の運転本数やＮ700系車両の快適性、「エクスプレス予約」の利便性及び価格優位性について引

き続き積極的な情報発信を行い、ご利用促進に努めました。また、景気の低迷に加え、高速道路の大幅な割引が行

われる中、「こだま指定席往復きっぷ」「西日本パス」等の企画商品の積極的な販売促進に努めたほか、地域や

旅行会社と連携した「秋芳洞・秋吉台」「防府」・「しまなみ海道」地区への観光キャンペーン等を展開し、

観光需要の創出に取り組みました。なお、広告の表示内容に関して公正取引委員会より排除命令を受けたことに

ついては、これを重く受け止め、再発防止に努めてまいります。このほか、レンタカー事業等を行う連結子会社２

社を本年７月に合併・統合し、鉄道の二次アクセスとしての機能をより効率的に発揮できる体制としました。

お客様に対するサービス面については、受動喫煙防止などの社会的な動向を踏まえ、本年７月に京阪神エリア

の在来線駅ホームの終日禁煙化を行いました。

地球環境問題については、社員一人ひとりが自ら考え、日常の生活や職場での業務を見直す「考動エコ」に取

り組むとともに、「地球環境にやさしい鉄道」のアピールや、昨年４月から開始した「カーボンオフセット特

典」の取り組みを引き続き推進しました。

バス事業については、高速道路の大幅な割引等の厳しい競争環境が続くなか、ダイヤ改正や停留所の新設、弾

力的な価格設定等によりお客様の利便性向上に努めました。

　しかしながら、国内経済の深刻な低迷に加え、高速道路の割引や新型インフルエンザ流行の影響等から、運輸業

の営業収益は前年同期比6.1％減の2,093億円、営業利益は同30.0％減の205億円となりました。

 

②　流通業

大阪駅新北ビルにおける百貨店については、事業主体である㈱ジェイアール西日本伊勢丹の開業準備室を中

心に、開業に向けた準備を進めてまいりました。また、京都駅構内の飲食店のリニューアルなど、駅の魅力向上に

向けた取り組みを推進しました。

しかしながら、国内経済の深刻な低迷や新型インフルエンザ流行の影響等から、流通業の営業収益は前年同期

比6.1％減の524億円、営業利益は同25.5％減の13億円となりました。

 

③　不動産業

「ＪＲ須磨海浜公園駅西ＮＫビル」、「ＪＲ尼崎駅北ＮＫビル」を開業するなど、駅及び周辺の開発を推進し

ました。また、大阪駅開発プロジェクトについては、大阪駅改良及び新北ビル開発工事並びにアクティ大阪増築

工事等の計画を着実に推進しました。このほか、社宅跡地におけるマンション分譲を引き続き展開しました。
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この結果、不動産業の営業収益は前年同期比15.1％増の196億円、営業利益は同6.7％増の61億円となりまし

た。

 

④　その他事業

ホテル業については、宿泊施設のリニューアル、各種イベントの実施等の販売拡大に取り組みました。旅行業

については、インターネット販売システムを活用した販売拡大に取り組みました。「ＩＣＯＣＡ電子マネー」に

ついては、大手コンビニや飲食店等、市中においてご利用いただける店舗の拡大を推進したほか、スポーツイベ

ント入場券の購入にもご利用いただけるようにするなどの取り組みを行いました。

しかしながら、国内経済の深刻な低迷や新型インフルエンザ流行の影響等から、その他事業全体の営業収益は

前年同期比12.7％減の271億円、営業利益は同60.8％減の２億円となりました。

 

運輸業のうち、当社の鉄道事業の営業成績は以下のとおりであります。

ア．輸送実績
 

区分 単位
第23期第２四半期
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

 

前年同期比

営業日数 日 92 ―
 

 新幹線 キロ 644.0 644.0

キロ程 在来線 キロ
（28.0）
4368.7

（28.0）
4380.0

 計 キロ
（28.0）
5012.7

（28.0）
5024.0

 定期 千人 286,668 98.4
％

輸送人員 定期外 千人 166,900 96.1

 計 千人 453,569 97.5

輸
送
人
キ
ロ

 定期 千人キロ 179,180 101.6

新幹線 定期外 千人キロ 3,776,608 93.2

 計 千人キロ 3,955,789 93.5

在
来
線

京
阪
神
圏

定期 千人キロ 4,646,080 98.6

定期外 千人キロ 2,552,749 95.4

計 千人キロ 7,198,829 97.5

そ
の
他

定期 千人キロ 1,099,345 98.3

定期外 千人キロ 1,317,194 90.7

計 千人キロ 2,416,540 94.0

計

定期 千人キロ 5,745,425 98.5

定期外 千人キロ 3,869,944 93.8

計 千人キロ 9,615,369 96.6

 定期 千人キロ 5,924,606 98.6

合計 定期外 千人キロ 7,646,553 93.5

 計 千人キロ 13,571,159 95.6

 
(注) 1.　キロ程欄の上段括弧書は、外数で第三種鉄道事業のキロ程であり、それ以外は第一種鉄道事業及び第二種鉄道事業の

キロ程であります。また、前年同期比は、前年第２四半期末の数値を記載しております。

2.　輸送人キロ欄の京阪神圏は、京都、大阪、神戸の３支社の地域について記載しております。
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イ．収入実績

 

区分 単位
第23期第２四半期
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

 

前年同期比

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
収
入

新幹線

定期 百万円 2,240 101.5
％

定期外 百万円 80,898 92.3 

計 百万円 83,138 92.5 

在
来
線

京
阪
神
圏

定期 百万円 28,675 98.3 

定期外 百万円 44,852 94.1 

計 百万円 73,527 95.7 

そ
の
他

定期 百万円 6,864 97.9 

定期外 百万円 25,670 89.7 

計 百万円 32,535 91.3 

計

定期 百万円 35,540 98.2 

定期外 百万円 70,522 92.4 

計 百万円 106,063 94.3 

合計

定期 百万円 37,780 98.4 

定期外 百万円 151,421 92.3 

計 百万円 189,202 93.5 

荷物収入 百万円 4 89.5 

合計 百万円 189,207 93.5 

鉄道線路使用料収入 百万円 1,022 100.7  

運輸雑収 百万円 18,333 98.4 

収入合計 百万円 208,562 93.9 

 
(注)　旅客収入欄の京阪神圏は、京都、大阪、神戸の３支社の地域について記載しております。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前四半期連結会計期間末に比べ８億円減少し、

495億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、税金等調整前四半期純利益が減少したことなどから、営業活動において

得た資金は前年同期に比べ50億円少ない846億円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、定期預金の預入による支出や固定資産の取得による支出が増加したこ

となどから、投資活動において支出した資金は前年同期に比べ519億円多い863億円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、長期借入金の返済などがあったものの、社債の発行による収入があった

ことから、財務活動において得た資金は８億円となりました。
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 (4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社は、「安全を最優先する企業風土」を構築するための努力を積み重ね、福知山線列車事故で失ったお客様

や社会からの信頼を回復していくことが経営の最重要課題であると考えており、「経営の三本柱」の取り組み

を強力に推進するとともに、安心、信頼される質の高い輸送サービスの提供を基盤に、当社グループ総体として

社会に有益なサービスを提供し、将来にわたり持続的な発展を目指していく必要があると認識しております。

こうした基本認識を踏まえ、中長期的に目指す姿として、安全マネジメントに卓越した企業となること、お客

様に信頼性、満足度の高い価値を感じていただけるオンリー・ワン・サービスの提供、鉄道部門と事業創造部門

が一体となった線区価値の向上等を掲げて、昨年５月に策定した「グループ中期経営計画」に全力で取り組ん

でまいります。

福知山線列車事故のご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応につきましては、最重要課題と認識

し、ご意見やご要望を真摯に受け止めるとともに、これまで以上にきめ細かい対応を精一杯行ってまいります。

安全性向上の取り組みについては、「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」を到

達目標とする「安全基本計画」を着実に推進するとともに、「鉄道安全管理規程」に基づき、安全管理体制の一

層の充実を図ってまいります。

具体的には、リスクアセスメントの手法を定着させ、社員の安全に対する感度を高めていくことにより、リスク

アセスメントに基づく安全マネジメントの確立に努めるとともに、技術力の向上、コミュニケーションの改善、人

材の確保と育成など、安全基盤を構成する様々な要件について、その充実を図るための取り組みを進めてまいりま

す。また、設備を維持・更新するための投資を計画的に実施するとともに、ＡＴＳ－Ｐ形の整備や下り勾配等に対

する速度超過対策、高架橋等耐震補強や地震計の設置による地震対策、踏切事故防止対策等を行ってまいります。

さらに、福知山線列車事故を決して忘れないための取り組みや、「鉄道安全考動館」における研修の実施等、事故

から学ぶ教育の効果向上を引き続き図ってまいります。

さらに、企業文化・風土の「変革」については、「安全で」「信頼され」「自ら考え行動（考動）する」とい

う企業風土を作りあげてまいります。具体的には、「企業考動報告書」を活用し、社内外において積極的に対話

を重ね、価値観の共有と一体感の醸成を図ってまいります。

鉄道事業については、厳しい経済情勢、高速道路の大幅割引等の競争環境の中にあって、Ｎ700系の投入効果

を最大限に発揮できる新幹線ダイヤの構築をはじめ、ご利用状況に応じた快適で信頼性の高い輸送サービスの

提供に努めるとともに、地球環境にやさしい新幹線のＰＲに努めるなど鉄道の利用拡大に向けた取り組みを推

進してまいります。また、「エクスプレス予約」、「ＥＸ－ＩＣサービス」、「e5489plusサービス」のご利用促進

を図ってまいります。さらに、「ＤＩＳＣＯＶＥＲ　ＷＥＳＴキャンペーン」やデスティネーションキャンペーン

等を活用しつつ、地元や旅行会社と連携して旅行商品の企画及び販売促進に取り組むほか、京都をはじめとして、

私鉄との連携を含めた観光開発や企画きっぷの設定等を推進することにより、観光需要の創出を図ってまいりま

す。このほか、平成23年春の九州新幹線と山陽新幹線との相互直通運転をはじめとする九州新幹線博多開業への

対応など、鉄道事業における各種プロジェクトを着実に進めてまいります。さらに、フロントサービスをはじめ

駅や車両設備を含めたサービス全般におけるレベルアップを図るとともに、地方自治体等のご協力をいただき

ながらバリアフリー設備の整備を進めるなど、ご利用いただきやすい駅づくりをはじめとして、お客様にご満足

いただける施策を積極的に展開してまいります。

流通業、不動産業については、鉄道部門と一体となって行政・地元と連携しながら、資産効率最大化、駅及び周

辺ポテンシャル向上及び駅間の活性化の観点に基づき、「駅及び街の機能を充実させ、使い勝手が良く、住みた

くなる線区」の創造を目指し、線区価値の向上を推進してまいります。特に京阪神エリアでは、線区ごとのマー

ケット動向等を踏まえて、具体的施策を推進いたします。また、平成23年春の完成を目指し、㈱ジェイアール西日

本伊勢丹による大阪駅新北ビルにおける百貨店の開業に向けた準備等、大阪駅開発プロジェクト等を引き続き

着実に進めてまいります。さらに、「Ｊ―ＷＥＳＴカード」会員の拡大に取り組むほか、「ＩＣＯＣＡ電子マ

ネー」についてもご利用いただける店舗の拡大等を進めてまいります。
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　　企業の社会的責任（ＣＳＲ）の遂行にあたっては、その重要性を改めて認識し、ＣＳＲ推進委員会を中心に一層

の推進をはかるとともに、コンプライアンス委員会や危機管理委員会を推進主体とし、事業活動全般における

適正な業務運営の確立に向けた取り組みに努めるなど、内部統制機能の一層の充実を図ってまいります。また、

福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程で発生したコンプライアンス上の重大な

問題への対応につきましては、「コンプライアンス特別委員会」の調査結果等を踏まえた対策を講じ、再発防

止に全力で取り組んでまいります。地球環境問題については、エコ・コンシャスな企業グループを目指し、社員

一人ひとりの環境意識の醸成を図るとともに、ＣＯ２削減に向けた積極的な取り組みをＪＲ西日本グループ全

体で推進してまいります。そのほか、福知山線列車事故を踏まえ本年４月に設立した「ＪＲ西日本あんしん社会

財団」の活動が軌道に乗るべく支援を行い、持続的、安定的に社会にお役に立つ取り組みを行ってまいります。

当社を取り巻く経営環境は、国内経済の深刻な低迷に加え、高速道路の大幅な割引等、今後も非常に厳しい状

況が続くものと見込まれます。このような状況に対して、当社としては、経営環境の変化に対応した営業施策の

展開により収益の確保に取り組むとともに、本年３月に設置した「経営改善実施本部」のもと、事業運営全般に

わたる業務の仕組みの見直しを通じ、安全性の維持・向上を図りながら、経営体質の強化に努めてまいります。

また、「グループ中期経営計画」に基づき、安心と信頼のブランド確立に向けた取り組みと、山陽・九州新幹線

相互直通運転や大阪駅開発プロジェクトをはじめとする持続的発展に向けた事業戦略を着実に推進し、中長期

的な企業価値の向上に努めてまいります。

 

　(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は10億円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

なお、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等のうち、当第２四半期連結

会計期間において完成したものは、次のとおりであります。

 

工事件名
事業の種類別
セグメントの名称

総工事費 完成年月

　　　　  百万円  

車両新造工事 運輸業 1,581 平成21年8月

 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第２四半期連結会計

期間に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間に新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりでありま

す。

 

工事件名
事業の種類別
セグメントの
名称

予算総額
平成21年
９月末まで
の支出額

今後の
所要額

工事着手年月 完成予定年月

  百万円 百万円 百万円   

車両新造工事 運輸業 5,241― 5,241平成21年8月平成23年春

（注）今後の必要資金5,241百万円は、自己資金5,241百万円により充当する予定であります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000
 

計 8,000,000  

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000

 

2,000,000

 大阪証券取引所（市場第一部）
東京証券取引所（市場第一部）
名古屋証券取引所（市場第一部)
福岡証券取引所

単元株制度を採用
していないため、単
元株式数はありま
せん。

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

千株

―
 

千株

2,000
 

百万円

―
 

百万円

100,000
 

百万円

―
 

百万円

55,000
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(5) 【大株主の状況】

(平成21年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)
 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 112,218 5.61

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 106,155 5.31

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 64,500 3.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 64,000 3.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 63,000 3.15

ＪＲ西日本社員持株会 大阪市北区芝田二丁目４番24号 43,253 2.16

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 36,633 1.83

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 35,000 1.75

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 32,000 1.60

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 30,000 1.50

計 ― 586,759 29.34

(注) 　当社は、自己株式62,653株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.13％）を保有しておりますが、上記の表から

除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 62,653 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,937,347 1,937,347 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,937,347 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式103株(議決権103個)が含まれております。

 

 

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西日本旅客鉄道株式会社

大阪市北区芝田二丁目４
番24号

62,653 ― 62,653 3.13

計 ― 62,653 ― 62,653 3.13
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
　４月

 
　５月

 
　６月

 
　７月

 
　８月

 
　９月

最高(円) 325,000331,000328,000329,000328,000354,000

最低(円) 295,200307,000307,000300,000301,000318,000

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1)　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役副社長
(兼執行役員　福知山線列車
事故対策審議室長)

土　屋　隆一郎 平成21年10月23日

取締役 (兼執行役員) 山　崎　正　夫 平成21年10月23日

 

(2)　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
(兼執行役員)

代表取締役副会長
(兼執行役員　IT本部長)

佐々木　隆　之 平成21年８月31日

代表取締役副社長
(兼執行役員　福知山線列車
事故対策審議室長)

取締役
(兼専務執行役員　福知山線
列車事故対策審議室長)

土　屋　隆一郎 平成21年８月31日

取締役
(兼常務執行役員　ＩＴ本部
長、鉄道本部副本部長、鉄道
本部営業本部長）

取締役
(兼常務執行役員　鉄道本部
副本部長、鉄道本部営業本
部長)

井　上　浩　一 平成21年８月31日

取締役
(兼執行役員)

代表取締役社長
(兼執行役員)

山　崎　正　夫 平成21年８月31日

代表取締役副社長
(兼執行役員)

代表取締役副社長
(兼執行役員東京本部長)

真　鍋　精　志 平成21年10月28日

 

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

16/34



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平成20年９月30日) 及び前第２四半期連結累計期間(平

成20年４月１日～平成20年９月30日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日～平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年９月30日)

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平

成20年９月30日) 及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年９月30日)に係る四半期連結財務

諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日～平成21年９月30日)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期

レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 84,843 41,414

受取手形及び売掛金 10,522 15,726

未収運賃 22,150 21,438

未収金 29,330 44,619

たな卸資産 ※1
 37,062

※1
 24,143

繰延税金資産 20,150 19,743

その他 45,952 42,055

貸倒引当金 △711 △597

流動資産合計 249,301 208,544

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 966,069 979,197

機械装置及び運搬具（純額） 264,657 278,663

土地 657,055 657,643

建設仮勘定 112,613 75,811

その他（純額） 30,575 30,194

有形固定資産合計 ※2
 2,030,970

※2
 2,021,511

無形固定資産 21,493 20,839

投資その他の資産

投資有価証券 58,980 60,494

繰延税金資産 132,264 125,527

その他 28,297 26,214

貸倒引当金 △1,325 △1,286

投資その他の資産合計 218,217 210,950

固定資産合計 2,270,681 2,253,301

繰延資産 32 42

資産合計 2,520,015 2,461,889
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 34,121 46,164

短期借入金 14,116 28,807

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 12,240 42,739

鉄道施設購入未払金 33,205 33,472

1年内支払予定の長期未払金 31 31

未払金 50,089 103,271

未払消費税等 4,042 5,759

未払法人税等 20,401 26,857

前受運賃 35,694 31,510

前受金 77,442 45,258

賞与引当金 34,345 34,253

ポイント引当金 734 563

その他 90,070 90,676

流動負債合計 426,537 509,365

固定負債

社債 334,967 269,966

長期借入金 281,800 227,349

鉄道施設購入長期未払金 348,690 359,459

長期未払金 238 253

繰延税金負債 192 176

退職給付引当金 309,367 292,774

環境安全対策引当金 9,398 10,193

未引換商品券等引当金 2,599 2,808

その他 106,385 99,937

固定負債合計 1,393,640 1,262,920

負債合計 1,820,177 1,772,286

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 55,000 55,000

利益剰余金 541,578 531,236

自己株式 △30,343 △30,343

株主資本合計 666,235 655,893

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 991 1,004

繰延ヘッジ損益 136 △233

評価・換算差額等合計 1,127 770

少数株主持分 32,473 32,938

純資産合計 699,837 689,602

負債純資産合計 2,520,015 2,461,889
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 634,952 591,033

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 458,805 448,651

販売費及び一般管理費 ※2
 103,287

※2
 98,495

営業費合計 ※1
 562,092

※1
 547,146

営業利益 72,859 43,886

営業外収益

受取利息 46 82

受取配当金 296 178

受託工事事務費戻入 85 78

持分法による投資利益 224 402

その他 1,218 949

営業外収益合計 1,871 1,691

営業外費用

支払利息 17,285 17,178

その他 433 822

営業外費用合計 17,718 18,001

経常利益 57,013 27,577

特別利益

工事負担金等受入額 19,201 8,422

その他 1,722 3,414

特別利益合計 20,923 11,837

特別損失

工事負担金等圧縮額 18,974 8,073

その他 2,158 3,262

特別損失合計 21,132 11,335

税金等調整前四半期純利益 56,804 28,079

法人税、住民税及び事業税 31,454 18,820

法人税等調整額 △8,494 △7,426

法人税等合計 22,960 11,394

少数株主利益又は少数株主損失（△） 456 △440

四半期純利益 33,386 17,125
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 326,861 308,607

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 237,623 231,764

販売費及び一般管理費 ※2
 51,601

※2
 48,602

営業費合計 ※1
 289,224

※1
 280,366

営業利益 37,636 28,240

営業外収益

受取利息 28 53

受取配当金 79 79

受託工事事務費戻入 57 69

持分法による投資利益 99 －

その他 841 561

営業外収益合計 1,105 764

営業外費用

支払利息 8,771 8,738

その他 230 413

営業外費用合計 9,002 9,151

経常利益 29,740 19,853

特別利益

工事負担金等受入額 5,637 5,402

その他 1,029 2,390

特別利益合計 6,666 7,793

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,572 5,223

その他 1,419 1,016

特別損失合計 6,991 6,240

税金等調整前四半期純利益 29,415 21,406

法人税、住民税及び事業税 24,463 17,606

法人税等調整額 △12,584 △9,074

法人税等合計 11,878 8,531

少数株主利益又は少数株主損失（△） 303 △100

四半期純利益 17,233 12,975
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 56,804 28,079

減価償却費 66,596 67,985

工事負担金等圧縮額 18,974 8,073

固定資産除却損 2,060 2,439

貸倒引当金の増減額（△は減少） 292 152

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,057 16,592

賞与引当金の増減額（△は減少） 302 91

受取利息及び受取配当金 △343 △260

支払利息 17,285 17,178

持分法による投資損益（△は益） △224 △402

工事負担金等受入額 △19,201 △8,422

売上債権の増減額（△は増加） 17,476 22,273

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,664 △12,914

仕入債務の増減額（△は減少） △20,401 △13,106

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,722 △1,717

その他 △19,622 △13,760

小計 128,115 112,284

利息及び配当金の受取額 189 228

利息の支払額 △17,263 △17,112

法人税等の支払額 △34,915 △23,948

営業活動によるキャッシュ・フロー 76,126 71,452

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △35,050

固定資産の取得による支出 △97,027 △108,634

固定資産の売却による収入 677 1,539

工事負担金等受入による収入 25,272 20,982

投資有価証券の取得による支出 △3,275 △812

貸付けによる支出 △571 △390

貸付金の回収による収入 211 327

その他 △143 △88

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,855 △122,127
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △544 △16,031

長期借入れによる収入 30,200 61,900

長期借入金の返済による支出 △38,007 △37,962

社債の発行による収入 25,000 65,000

鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △11,176 △11,036

自己株式の取得による支出 △9,999 －

配当金の支払額 △5,952 △6,761

少数株主への配当金の支払額 △126 △117

その他 15,324 1,862

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,716 56,853

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,987 6,178

現金及び現金同等物の期首残高 44,606 41,184

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 2,201

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

574 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 51,168

※
 49,563
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

(連結の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、ＪＲ西日本宮島フェリー㈱は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

また、平成21年４月１日に、山陽ステーション開発㈱は、㈱岡山ステーションセンターと合併して消滅し、存続会社

の㈱岡山ステーションセンターは山陽ＳＣ開発㈱に社名を変更しております。同日、ジェイアール西日本ファイナ

ンス㈱は、一部事業を㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット及び㈱ジェイアール西日本ウェルネットに会

社分割した後、ジェイアール西日本商事㈱と合併して消滅しております。また、平成21年７月１日に、㈱駅レンタ

カー中国は、㈱駅レンタカー関西と合併して消滅し、存続会社の㈱駅レンタカー関西はＪＲ西日本レンタカー＆

リース㈱に社名を変更しております。

この結果、連結子会社数は64社であります。

 

(完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更)

第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について、成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは主として原価比例法による)を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

これによる四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 5,374百万円

仕掛品 16,418百万円

原材料及び貯蔵品 15,269百万円

計 37,062百万円

  

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 5,774百万円

仕掛品 7,367百万円

原材料及び貯蔵品 11,001百万円

計 24,143百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 2,773,656百万円

　　　鉄道事業に係る工事負担金等の受入による固定資産

の取得原価の圧縮累計額及び収用等の代替資産につ

いての当四半期連結累計期間圧縮額

　　(1) 工事負担金等の受入による固定資産の取得原価

の圧縮累計額 580,287百万円

　(2) 収用等の代替資産についての当四半期連結累計

期間圧縮額 65百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 2,721,154百万円

　　　鉄道事業に係る工事負担金等の受入による固定資産

の取得原価の圧縮累計額及び収用等の代替資産につ

いての当期圧縮額

　　(1) 工事負担金等の受入による固定資産の取得原価

の圧縮累計額 574,718百万円

　　(2) 収用等の代替資産についての当期圧縮額

 10,166百万円

  

３　保証債務

　　　連結会社以外の会社の保証

被保証者 保証金額
被保証債務の
内容

大阪外環状鉄道㈱
百万円

7,800
借入債務

日旅サービス㈱ 402
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行北海道 37
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行オーエ
ムシートラベル

216
航空運賃支払
保証

㈱エルオルト 5
航空運賃支払
保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY FRANCE
S.A.R.L.

12
旅行業ライセ
ンス保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY PACIFIC,
INC.

98
 

支払保証

計 8,572 

 

　４　今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見

込まれますが、これらについては、現時点では金額等

を合理的に見積もることは困難であります。

３　保証債務

　　　連結会社以外の会社の保証

被保証者 保証金額
被保証債務の
内容

大阪外環状鉄道㈱
百万円

7,800
借入債務

日旅サービス㈱ 402
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行北海道 37
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行オーエ
ムシートラベル

221
航空運賃支払
保証

㈱エルオルト 2
航空運賃支払
保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY FRANCE
S.A.R.L.

12
旅行業ライセ
ンス保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY PACIFIC,
INC.

104支払保証

計 8,581 

 

　４　　　　　　　　　　同左
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(四半期連結損益計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 34,339百万円

退職給付引当金繰入額 30,378百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 63,188百万円

経費 33,545百万円

諸税 1,684百万円

減価償却費 4,869百万円

計 103,287百万円

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 33,546百万円

退職給付引当金繰入額 30,622百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 61,677百万円

経費 30,128百万円

諸税 1,516百万円

減価償却費 5,172百万円

計 98,495百万円

 

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 17,222百万円

退職給付引当金繰入額 15,130百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 31,814百万円

経費 16,615百万円

諸税 701百万円

減価償却費 2,469百万円

計 51,601百万円

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 16,763百万円

退職給付引当金繰入額 15,452百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 30,812百万円

経費 14,429百万円

諸税 735百万円

減価償却費 2,624百万円

計 48,602百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 51,398百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △230百万円

現金及び現金同等物 51,168百万円

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 84,843百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金△35,280百万円

現金及び現金同等物 49,563百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21

年９月30日)

1.　発行済株式に関する事項

　　  普通株式　　　　　2,000,000株

 

2.　自己株式に関する事項

　　  普通株式　　　　　　 63,584株

 

3.　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

4.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金
百万円

6,780
 

円

3,500
 
平成21年３月31日平成21年６月24日

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

6,780
 

円

3,500
 
平成21年９月30日平成21年11月27日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計
消去又は

全社
連結

売上高
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

222,80455,85017,07431,132326,861 ― 326,861

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,29110,9323,28237,80856,315(56,315)―

計 227,09566,78220,35768,941383,177(56,315)326,861

営業利益 29,3131,764 5,800 568 37,446 189 37,636

 

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計
消去又は

全社
連結

売上高
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

209,31252,44319,65727,193308,607 ― 308,607

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,04211,9543,44939,10258,548(58,548)―

計 213,35564,39723,10766,295367,156(58,548)308,607

営業利益 20,5231,314 6,188 222 28,249 (8) 28,240

 

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計
消去又は

全社
連結

売上高
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

433,221107,87734,00759,844634,952 ― 634,952

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,48322,1536,43666,121103,195(103,195)―

計 441,704130,03140,444125,966738,147(103,195)634,952

営業利益又は営業損失(△) 58,6043,05111,673△1,00372,325 533 72,859
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当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計
消去又は

全社
連結

売上高
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

400,809100,67336,52853,021591,033 ― 591,033

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,11923,8506,55568,605107,131(107,131)―

計 408,929124,52343,084121,626698,164(107,131)591,033

営業利益又は営業損失(△) 31,8721,49311,726△1,49043,602 284 43,886

 

(注) 1.　事業区分の方法
日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。

2.　各事業区分の主な事業内容
運輸業………鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。
流通業………百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。
不動産業……不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。

その他事業…ホテル業、旅行業、建設事業等を行っております。　

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自　

平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)については、在外子会社

及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自　

平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)については、海外売上高

がないため記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

1.　１株当たり純資産額

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 344,638円46銭１株当たり純資産額 339,113円24銭

(注)　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

 

2.　１株当たり四半期純利益金額等

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 16,853円70銭１株当たり四半期純利益金額 8,844円12銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

 (注) 1.　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

2.　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 33,386 17,125

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 33,386 17,125

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,980 1,936

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　 8,702円21銭１株当たり四半期純利益金額　　　　　 6,700円91銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

 (注) 1.　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

2.　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 17,233 12,975

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 17,233 12,975

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,980 1,936
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(重要な後発事象)

　　 該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

第23期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年10月28日開催の取締役会

において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 6,780,714,500円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 3,500円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成20年11月12日

西日本旅客鉄道株式会社

　取　 締　 役　 会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　竹　　山　　健　　二　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　田　　隆　　行　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　野　　田　　弘　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　村　　　　　豊　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西日本

旅客鉄道株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して

実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年11月11日

西日本旅客鉄道株式会社

　取　 締　 役　 会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　野　　田　　弘　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　村　　　　　豊　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　芳　　宏　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る西日本旅客鉄道株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期

間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子

会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２

四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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